
  

六    労使関係
一   労使関係の年間推移

一 終戦後労働運動は,二二,二三年頃までのはなばなしく盛上つた一時期をすぎると,政治,経済情勢の変化や,労働組
合の主体的な条件に制約されて,徐々に積極性を失い,とくに朝鮮動乱の勃発を契機としてその傾向は一そう押しす
すめられた。

二 しかし,二六年に入ると,動乱景気を背景とする企業利潤の増大と物価の急騰に対処して労働運動が活溌化し,組合
側は次々に経済要求を打出すとともに,講和をめぐる政治情勢の変化にもとみに関心を示しはじめた。

さらに二七年には,講和条約が発効する一方,朝鮮動乱ブームの頭打ちを反映して労働組合の攻勢はさらに積極化し,
労使の対立が激化した一面,労使関係は従来より一段と複雑なものとなつた。

三 まず,年初に総評の発表した賃金綱領案は,職階給に反対し,マーケット・バスケット方式による最低賃金及び戦前
賃金水準への復帰の要求を通じて全国的な統一闘争により総資本と対決することを指向していたが,使用者側から
はいうまでもなく各方面から多くの批判を浴びながら,二七年の労働運動の方向に大きな影響を与えた。

四 ついで三月から六月にかけての法規闘争は,労働組合の統一争議が全国的な規模で実施された最初のものとして
注目された。しかしこの闘争では,各方面からの批判を反映して,前年から持越されていた左派系組合と右派系組合
の意見の不一致が表面化するにいたつた。この法規闘争は中途において組合側の歩調が乱れたために,期待された
ほどの効果を示さず,破防法案ならびに労働関係法改正案が国会を通過するに及んで打切られたが,この闘争に動員
された労働者はおよそ延二七〇万人に達した。

五 法規闘争と併行して,私鉄,合成化学,鉄鋼,全自動車,金鉱等の組合が,春の賃上要求をかかげて活溌な闘争に入つ
た。しかし,独立後の政治情勢の変化と,一般的な企業の不振を敏感に反映して,使用者側が相当強硬であつたのにひ
きかえ,組合の足並みが必ずしも揃わず,春の闘争目標に法規闘争の方にそらされた形となつた。その結果,一部企業
にはかなり大幅な賃上げが行われたが,賃上拒否,定期昇給,要求撤回,一時金振替,賃金の不均衡是正におわつた場合
も少くなかつた。

以上のように賃上要求は,組合側にとつても事前に相当困難が予想されたため,夏期手当乃至一時金の要求で春の闘
争を埋合せる傾向も強く六,七,八月の三ヵ月をとつてみても,一時金要求の労働争議は一一四件に達している。

六 七月末,東京で開催された総評の第三回全国大会においては,労闘ストで表面化した左右の対立は,国際自由労連加
盟問題をめぐつて激化し結局右派の全繊,全鉱,海員三単産の共同提案である国際自由労連への総評一本加盟案は否
決されて,二六年の平和三原則を基調とした運動方針及び当面の目標が決定された。そのため,役員改選にあたつて
は右派は候補者を出すことをやめ,左派が総評の主導権を握るにいたり,総選挙対策では,社会党左派勢力を中心とし
て来るべき総選挙に臨むこととなつた。

七 つづいて八月二八日に国会が解散したため,総評では再軍備反対,破防法撤回,低賃金撤回をスローガンに,主とし
て左派社会党,労農党を擁して闘争を展開した結果,総評推薦立候補者一〇三名中六二名の当選をみ,その他総同盟推
薦,総評以外の組合の推薦立候補者を含め多数の組合関係当選者を出した。

八 選挙闘争のために出足を鈍らされた秋の賃金闘争は一〇月に入つてようやく本格化し,電産,炭労,全国金属,海員,
全日通,全自動車,機器電機,全国電機,駐留軍労組,国鉄,専売,全電逓,官公庁労組等は,概ね賃金綱領案に則つて相次い
で積極的な行動を開始した。

とくに電産,炭労の争議は後に述べるようにその規模が大きかつた点,長期に亘つた点,またいわゆる総資本と鋭く立
向つた点などで注目された。

九 このように二七年の労働運動は,過去七年間の占領政策から一応解放された複雑な客観情勢下にあつて,自主的な
組合の態勢を早急に整えることが要請されていただけに,使用者側との間の激しい対立はともかくとして,労働戦線
の内部においても,連合体争議の増加や統一協約締結問題にみられるように,統一促進の気運がひきつづき著しく高
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まつた反面,賃金綱領案批判,労闘ストの分裂,国際自由労連加盟問題,四単産(全海員日放労全映演)の総評批判という
ような問題をめぐつてその内部対立は漸次表面化してきた。

第24図 組合数,組合員数の推移
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六    労使関係
二   労働組合組織の現状
(1)   労働総合組織の状況

一〇 戦後飛躍的な増大を示した労働組合組織は,その後,政治経済情勢の変化によつて減少に転じたが,二
六年には若干減少度を弱め,二七年には僅かではあるが,前年より増加を示している。

すなわち,二七年六月末現在の単位労働組合数は,二七,八五一,組合員数は五,七一九,五六〇で雇用者総数の
約四〇・二%が組織されている(第一〇九表参照)。

第109表 年別組合数及び組合員数及び推定組織率

そしてこれは,戦後における組織の頂点(二四年三月)に対してそれぞれ七六%,八三%に当り,さらに戦前の
最高である昭和一一年の組合数九七三組合,組合員数四二〇,五八九人に対しては二九倍,一三・六倍となつ
ている。

第110表 組織労働者数と争議参加人員及び損失日数の比較
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一一 つぎに単位組合の組織別分布をみると,単位組合においては企業別組織が依然として圧倒的で八
七%(二四,三二〇組合)を占めており,連合団体の四九%にあたる一,三五〇組合も同じく企業別組織である
(第一一一表歩照)。

第111表 組織別組合数及び組合員数
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六    労使関係
二   労働組合組織の現状
(2)   解散理由と設立状況

一二 二六年七月から二七年六月の一年間には,動乱後の経済活動の活溌化に伴う企業の新設や講和発効による労
働運動の盛上りなどによつて総評を中心とする組織活動も活溌に行われた。このような事情が前年に比べて解散
組合の減少を導いた主な理由であろう。

一三 つぎに,組合解散状況を理由別にみると「事業所の休廃又は縮少」の割合が二六年の三一%から二七年の二
一%となつたのに対して「自然消滅」(二一%)が逆に件数,比率ともに増大している(第一一二表参照)。

第112表 理由別単位労働組合解散状況

一四 一方,新設された組合は三,〇四九組合(二六年組合数の十一%),組合員数三一八,一三九人(二六年組合員数の
六%)であつて,比較的少規模のものであることが推察される。このうち単位組合が一,九一七,単一組織の支部また
は分会であるものが一,一三二組合となつているが,後者は主として通信業,鉄道業にみられ,電通,国鉄等の組織改
変を反映するものである。

右の外,設立組合多数を数えた産業に公務四一九組合(主に市町村役場職員組合)及び建設業二九六組合があり,こ
のうち前者がこれを上廻る解散によつて相殺されているのに対して後者は実質的な増大を示し,しかも大部分が
自由労務者の組合であることは注目に価する(第一一三表参照)。

第113表 産業別組合数及び組合員数
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一五 なお,組合数の動きを規模別にみると,五〇人～一,九九九人の各規模とも二六年に比べて増加を示しているの
に対して四九人以下の小組合が依然減少(前年の減少一,三〇九組合とは比較にならぬ程度であるが)をつづけてい
ることは,「事業所の休廃」にもとづくと考えられるほかに組合意識の低調ということも無視できず,概して労働
条件の悪いこの層の組織化は一つの問題たるを失わない(第一一四表参照)。

第114表 規模別組合数及び組合員数
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第25図 産業別組織労働者数及び組織率
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六    労使関係
二   労働組合組織の現状
(3)   組織労働者の分布

一六 つぎに,組織労働者は,総数において前年に比べ三二,七八六人の増加を示したにもかかわらず,推定組
織率が四三％から四〇％に減少したことは,雇用の増大が組織化されにくい部門(とくに中小企業)や組織
化されにくい形態(臨時工等の形で)でより多く行われたためと推察される。

一七 この組織労働者の産業別分布は,二六年と大差なく,製造業一八四万(三二％)が最大で,運輸通信一三七
万(二四％)がこれについでいる。製造業のうちでは,紡織四三万(八％)第一次金属二二万,(四％)化学工業二
一万(四％)輸送用設備一九万(三％)機械製造一五万(三％)電気機器一.四万(二％)等が主なものである(第一
一五表参照)。

第115表 産業別組合組織労働者数
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一八 組合員数の増大は運輸通信及びその他の公益事業,建設業,サービス業(但し組織率は低下)等に見られ,
他方減少は公務,製造業等に著しい。製造業の中では第一次金属,紙及び類似品で増加がみられたが,化学,
輸送用設備,金属製品の著しい減少のために相殺されている。(第一一五表参照)

一九 最後に適用法規別の組織状況は,調査以後公労法の改正,地労法制定により変更があつたので,法規改
正後の分布状況を推定すると上の表のようになる。
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六    労使関係
二   労働組合組織の現状
(4)   連合団体の動き

二〇 二七年の労働運動において主導的役割を果したものは総評(日本労働組合総評議会)であるが,これを
可能ならしめた基盤として総評が全組織労働者の過半を占めていたという事実が認められる。そして二
七年中の連合団体の動きも大体総評をめぐる問題を中心に展開された。

すなわち二六年中さして変動をみなかつた総評の組織は,二七年に入り新たに全日通,全港湾,鉄鋼労連,全
自動車等の加入をみて更にその組織を拡大した。

二一 しかし,このような動きの反面,労闘スト及び七月大会における国際自由労連加入問題をめぐつて総評
の内部の対立は漸く激しくなり,総評内右派の「総評の政治的指導」に対する批判的態度は全繊同盟の
「民間労組結集」の呼び声から海員組合の「新しい民主的労働戦線の統一方針」へと発展し,更に電産,炭
労の二大ストを契機として,全繊,海員,全映演,日放労四単産の総評批判を生み,これが二八年に入り民労連
(民主々義労働運動連絡協議会)の結成となつた。

二二 二七年六月末に行われた労働組合基本調査の結果によれば,労働組合団体としては,総評の外日本労働
組合総同盟(総同盟),全日本産業別労働組合会議(産別)及び全国産業別労働組合連合(新産別)があり,その主
要構成は第一一七表のごとくになつている。

二三 日本労働組合総評議会は,新産別及び全国組合二六組合から構成され傘下単位組合約一万,構成組合員
数約三一〇万(全組織労働者の五四%)を占め,前年より約一八万の組織伸長をみた。重電機の解散,日建連
の土建総連への改組等がありながらこのような増大をみたのは全日通の加入,自治労協,合成化学,全農林,
全電通,全逓従等の増大によるものである。なお,七月以降一二月までの間に,新産別の総評からの絶縁の反
面鉄鋼労連,全港湾,全自動車の加入をみた。

二四 つぎに日本労働組合総同盟は,六全国組合と運輸,港湾の準備会とり,更に府県連合会一三があり,傘下
単位組合九二〇組合員数二二万(全組合員の四%)となつている。前年と較べると約九万の員数を減少して
いるが,これは茨城,奈良の二県連の脱落などの影響によるものである。

また全日本産業別労働組合会議(産別)は三全国組合及び一府県的産業別組織から成り,構成単位組合二百,
組合員数二万七千人であつて,前年と比べると印刷,医従の増大をのぞいては一般に組織の減少がみられ,全
体として約二万の減少である。更に全国産業別労働組合連合は六全国組合と京都地方連合会より構成さ
れ,組合員数は四万である。

前年にくらべ,全化学,電工を始め全般的な組織減少のため約三万を減じている。

二五 以上の諸団体に加入していない全国組合は三五組合で,傘下の単位組合数三,五〇〇,組合員数一〇四
万である。過去一年の変化をみると全日通が総評に移り,逆に総評傘下の重電機の解散のあと機器電機労
連の結成があり,また土建総連,映演総連等の設立があつて,この種の全国組合は前年より約一三万増となつ
たが,調査以後,総評に加入するものがあつたため,六月末から十二月までの間に推定約一三万の減少となつ
た。

最後に全く上級組合に加入していない単位組合,または地方的,連合体,企業連に加入するに止るものは位組
合数約一万四千,組合員数一五二万(二六・六%)であつた。
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第116表 適用法規別組合数及び組合員数

第117表 年及び加入団体別組合員数
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六    労使関係
三   労働争議の状況
(1)   参加人員及び損失日数

二六 二七年の総争議の参加人員は三五二万人で,春の労闘スト,秋の電産,炭労ストを反映して,かなり激し
い動きをみせた二六年を約七〇万人も上廻る二三年以来の数字を示した。これを労働組合員数に対比し
てみると,一〇〇人のうち約六二人が何等かの形で労働争議に参加していることとなるが,一方労働損失日
数は,六十日をこえる炭労スト(損失日数約一,〇七七万日)の影響で,戦後最大の約一,五〇〇万日に達した。
したがつて平均すれば組織労働者一人につき二・六日の動員が行われたことになるわけである(第一一八
表参照)。

第118表 労働争議件数及び参加人員
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二七 総争議のうち,何らかの争議行為を伴つた争議は件数では約五五%の六八九件,参加人員では約五七%
の二〇〇万人である。この争議行為を伴う争議のなかで,同盟罷業の占める割合は件数(五三二件)で約六
九%,参加人員(一八五万人)で約九〇%で,同盟怠業がこれについで多い(第一一八及び一一九表参照)。

第119表 年及び争議形態別争議件数及び参加人員

二八 なお,二七年の労働攻勢の激しさを,作業停止争議の動きでみると,参加人員では二三年の二三〇万に
つぐ一五五万,損失日数では戦後のどの年よりも桁はずれに大きな一,四九九万で,しかも同盟罷業による損
失日数がそのうち九九七%を占めている点(戦後最高の割合)が注目される(第一二〇表参照)。

第120表 作業停止労働争議

昭和27年 労働経済の分析



二九 作業停止争議の参加人員を年間の動きで捉えると,労闘ストと賃金闘争が重なつた四月から七月にか
けてと電産,炭労ストが本格化した十月以後の二つの盛上りが見られる。一方,損失日数は労闘ストが特定
日を限つて行われたため春は比較的少なかつたのに対し,秋にはとくに炭労ストが長期化したため例年の
二倍に達している(第一二〇表参照)。

三〇 二七年において労働争議がもつとも広汎囲に,もしくは瀕繁にみられた産業は,組織労働者数約三九万
人に対して,作業停止争議の参加人員が総争議の参加人員にほとんど見合う約七二万,労働損知日数が一,一
八二万日に達した石炭鉱業である。ここでは組織労働者一〇〇人のうち延約一八六人が同盟罷業を行つ
ており,損失日数でみれば,一人が約三〇日弱ずつ争議行為を行つた勘定になる(第一二一表券照)。

第121表 産業別労労働争議件数,参加人員及び損失日数
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三一 一方,製造業を全体として眺めると,組織労働者数一八四万人(製造業に働く全雇用労働者の約四二％)
に対して,総争議の参加人員はその五四％にあたる約一〇〇万人であるが,実際に同盟罷業を行つたのはさ
らにその約四七％の四七万人である。これを業種別にみると,電気機械器具,輸送用設備(自動車,造船を含
む),化学等の部門の動きが活溌であつたが,二六年にはじめて大きな盛上りを示した紡織業は,二七年には
損失日数で約六〇万日の減少をみせた。以上のように経済活動がかなり活溌におこなわれていた基礎産
業部門の一部,あるいは特需関係部門の事業所などでは労働争議が目立つている(第一二一表参照)。

三二 このほか,運輸,通信その他の公益事業の部門では,電産,国鉄,全逓,私鉄などの全国的な規模の動きを反
映して,総争議の参加人員は一五三万人に達しているが,公益事業部門だけに第三者が関与する場合が多く,
実力行使に入つたものは,この部門の組織労働者数(この部門の雇用労働者の八二％)の一八％にあたる約
二五万人にとどまつている(第一二一表参要)。
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六    労使関係
三   労働争議の状況
(2)   要求事項別労働争議

三三 次に,二七年に発生した労働争議(総争議)を要求事項別にみると,賃金増額が依然として最も大きな比重(二六年七
二％,二七年六一％)を占めているが,これも実現困難を見透しての要求の出し渋りから,前年に比べると七〇件の減少と
なつている。これに対して,実質的な賃上要求の性格を持つ臨時給与金要求の割合(二九％)が大きいのは前年来の傾向
である。解雇休業手当,解雇反対,賃金定期支払等の消極的要求は景気の後退を反映して前年に比べるとかなり増加し
ているが企業合理化反対闘争は未だ本格化していない。これに対して退職金制度確立の要求には社会保障制度確立要
求に通ずる積極的な意図もうかがわれ,企業合理化による人員整理の行われた二四,二五年の消極的要求とは質的に幾
分異るものがあつた(第一二二表参照)。

第122表 年及び要求事項別労働争議発生件数
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三四 その他,宇部興産,鉄興社等にみられた一連の解雇反対闘争も,その実際は,積極的なものと消極的なものとがあつ
て簡単に論じえないが,数字の上では前年に比べて幾分増加している。

この他,二七年における特徴的な争議の要求は,破防法反対,労働法規改悪反対という政治的スローガンをかかげて立上
つた労闘ストの要求であり,このことは,すでに述べたところである(第一二二表参照)。

三五 ここで二七年の労働争議の規模をみると,総争議では一件当りの参加人員は二,八九五人で二六年以来ふたたび増
加傾向を辿つているが,二二,二三年の一件当り四千人台にははるかに及ばない(第一二三表参照)。

第123表 年別一件当り平均争議参加人員

しかし,規模別にみると,五〇〇人以下の中,小規模の争議が最近幾分減少傾向を辿つているのに対して,とくに五,〇〇
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〇人以上の大争議の増加が顕著である。なお,二七年の一,〇〇〇人以上の総争議は,件数では一九七件で全体の一五・
八％にしかあたつていないにもかかわらず,参加人員では九四・六%を占めている。

このことはいいかえれば,一方では中小規模の単独争議が減少しつつあるということ,中,小組合では諸情勢の変化にも
とずき要求を提出することさえ,ますます困難になつていることがうかがわれる反面,連合体争議をはじめとする大規
模争議は著しい増加傾向を示して,基幹産業における労働戦線の統一が促進されている事情を物語つている。

第26図 要求事項の推移

二七年においても破防法反対等の政治的な要求や,マ・バ方式による積極的な賃上要求をかかげで闘つたのは,単産乃
至全国的企業連合の大組合で,消極的な受身な闘争に終始している中小規模の組合は概ね依然として統一闘争の枠外
にとりのこされ,しかも政治,経済情勢の変化に伴い,ますます単独では立上りにくい状態に追い込まれていることが察
せられる(第一二四表参照)。
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第124表 年及び規模別総争議件数及び参加人員

三六 最後に年間の総争議の解決状況をみると,争議期間は,件数では二六年と同様に五日以内が二七％を超えており,一
一日から二〇日までのものがこれについでいる。これに対して解決までに三一日以上の期日を要した争議は,電産,炭
労等の大規模争議の長期化を反映して,件数では全体の一九％にすぎないのに参加人員ではほとんど半数近くを占め
ている(第一二五表参照)。

第125表 争議期間及び年別労働争議解決件数及び参加人員
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なお,二七年中に解決をみた作業停止争議の継続期間をみると,十日以下が四九二件(八六％)参加人員約八八万人(五
六％)一一日以上が七七件(一四％約六九万人(四四％)である。そして,二一日以上は上半期にはわずか一一件約二万六
千人であるが,電産,炭労ストをはじめとする秋の賃金攻勢の結果,下半期には二四件,約三二万七千人に達した(第一二
六表参照)。

第126表 作業停止労働争議の継続期間
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三七 要求の貫徹率ならびに不貫徹率は,件数では二五年以来次第に低下してきている。すなわち貫徹したものは,六二
件,参加人員は七,六二九人で比較的小規模組合にみられた現象である。一方,不貫徹となつたもののうち代表的な争議
は五月に要求の提出された三井化学の賃上要求争議(参加人員四,八八〇人)で,かなり複雑な経過を辿りながら九月の
解決結果は遂に不貫徹に終つている(第一二七表参照)。

第127表 争議結果,年別労働争議解決件数及び参加人員
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なお,争議の解決が,労使直接の交渉にもとずいたものと,第三者の関与したものとの比率は,独立後の労使紛争に自主的
解決が要請されていたにもかかわらず,二五年以来目立つた動きがみられない(第一二八表参照)。

第128表 労委関与,不関与及び年別労働争議解決件数及び参加人員

三八 最後に二七年の労働争議の中から賃上要求に関する争議だけを取り出してみると,年間の総件数は四九八件で,こ
の中約四〇％がベース・アップを獲得し,残りの四〇％が臨時給与金その他に振りかえられ,残余の二〇％は不貫徹乃
至未解決となつている(第一二九表参照)。
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第129表 賃金増額を要求した争議
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三九 そしてベース・アップの状況は現行ベースに対して五〇〇円乃至一,〇〇〇円アップが最も多く全体の一九％,つ
づいて一,〇〇〇円乃至一,五〇〇円が一八％,一,五〇〇円乃至二,〇〇〇円が一三％となつている。また現行べースの
低いものはベース・アップの金額も相対的に低く,ベースの高いものはその逆となつており,この点ではベース・アッ
プ争議を通ずる賃金水準の平準化はあまりみうけられない(第一三〇表参照)。

第130表 現行ベース及び上昇金額別件数及び参加人員
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第27図 作業停止労働争議件数,参加人員及び損失日数
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六    労使関係
四   本年労働運動の諸問題
(1)   労闘スト

四〇 本年の労働運動において一つの特長として取り上げられるのは,いわゆる労闘ストが行われたことで
ある。平和運動とならんで労働法規改訂やゼネスト禁止法案の立案等をめぐり,すでに二六年においてか
なり活溌な動きを示していた総評ならびに労働法規改悪反対闘争委員会(労闘)は,二七年に入ると一月
早々から着々と実力行使の準備を進め,四月一二日の第一波を皮切りに六月二〇日の第五波までに参加人
員が延二七〇万に及ぶ労闘ストを展開した(第一三一表参照)。

第131表 労闘スト総参加人員

四一 しかし破壊活動防止法案及び労働法規改正案の成立阻止を目標に一斉争議を決定した総評,労闘合同
会議のはじめの勢いにもかかわらず,第一波の前日破防法一部修正の政府の談話が発表されるや,炭労と金
鉱が予定を変更したのみならず,全自動車等の組合を除き,職場放棄を職場大会に切替えた組合も少くなく,
ストの足並みは最初から乱れた(第一三二表参照)。

第132表 組合別労闘スト参加人員数
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四二 このような炭労の第一波からの脱落に示されている組合間の意見の不一致等をめぐつて表面化した
総評,労闘内部の左右の対立は,メーデー事件を契機として,労調法,警察法の一部改正,集会示威運動秩序保
持に関する取締等の諸法案の国会上提方針があきらかにされ,さらに日経連が政治ストに対する責任追及
の,基本方針を公けにした後において,ますます微妙なものとなつた。すなわち強硬派の炭労,電産,全自動
車,全国金属,合成化学等の組合が破防法反対に重点をおくスト早期決行を主張したのに対して,海員,全繊,
私鉄等の組合は,労働法規改悪反対を目標として闘う自重論を主張し,第三波以後においてこれらの組合は
それぞれ独自の行動をとるにいたり,労闘ストの所期の方針は大幅に崩れた。

四三 しかしながらこの労闘ストは,1)政治的な要求を前面にだして闘われたという点でわが国労働運動は
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じまつて以来の大規模闘争であり,同時に,2)従来総評に批判的であつた組合の中から総評加入の動きがみ
られるように,労働戦線の統一を促進した面も一部に見られる。しかし他面,3)総評内部の対立がこれを契
機としてさらに深刻化したこと,4)組合間の意志の疎通が不十分で争議が中途で腰くだけになつたこと等
も摘摘されなければならない。

四四 労闘ではこの闘争を自己批判して,1)労闘ストは歴史的大闘争で,階級的な連帯性をめばえさせつつあ
り,2)政治闘争と経済闘争の本質的一致が把握されたが,3)労闘ストの規定ずけがあいまいで,抗議ストとい
うことで意見の調整をはあつたことが,労闘ストのなかに混乱をみちびきいれる結果となり,4)闘争そのも
のに階級的筋金が入つていなかつたといつている。

四五 一方,使用者側は,日経連が五月一四日に政治ストに対する責任追及の基本方針を決定し「第三波スト
に対しては,この方針を適用することにし,組合のスト通告に対してに事前警告を発してこれを峻拒し,政治
ストの違法性を明らかならしめるとともに,責任追及の態度を留保すること,休日振替などの便宜措置は拒
否すること」の三項目を公式に申合せた。

この日経連の基本方針は,第三波の職場大会責任者を処分した日通笹島問題に典型的にあらわれている。
このように政治ストに対する使用者側の強硬な態度は,その後労闘の方針が国会工作にうつつたため「反
省がきわめて顕著であるとみとめられる組合」に対しては,責任迫反を猶予するという申合せで一応一段
落した。
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六    労使関係
四   本年労働運動の諸問題
(2)   電産,炭労スト

四六 本年の労働運動において,春の労闘ストと並んで指摘される争議は秋から冬にかけて行われた電産,炭
労の二大ストであり,この両ストはその争議が長期且つ熾烈であつたことにおいて,また講和後の新しい労
使の力関係を打ち立てようとして労使双方がこのストを通じて激しく対立した点において注目される。

四七 電産,炭労は総評のマーケツト・バスケツト方式に則り,それぞれ現行ベースに対し五二％(電産),九
三％(炭労)の大幅賃上げを要求したのに対し,使用者側はこれを全面的に拒否し,炭労の場合は逆に標準作
業量引上げという実質的な賃金切下案を提示したため,両者の話し合いがつかず,電産は九月一七日,炭労は
一〇月一三日より相ついで争議行為を行つた。その後,両ストは労使対立のまま長期にわたつて続けられ
たが,ついに炭労ストは六二百の長期ストの後最初の緊急調整の発動を受け,一二月一七日保安要員総引揚
の直前ストを中止,二七日双方中労委の斡旋により解決した。一方電産も一二月八日の東電労組の会社個
別交渉による妥結に続いて,関東,中部,関西,地本も地方交渉で妥結したので組織内部の団結が崩れ,一八日
中労委の斡旋案をのんで争議に終止符を打つた。

四八 このような電産,炭労二大ストの動きに対し,世論の一部に公益事業における長期にわたるストは国民
経済に与える影響が大きいので,何らかの方法によつてこの種争議を調整すべきであるという意向が示さ
れた。
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なお両ストの争議期間,損失日数,経済的影響などを示せば,前頁のごとくである。
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六    労使関係
四   本年労働運動の諸問題
(3)   総評の賃金綱領案をめぐる論争

四九 本年の組合側の経済闘争において大きな問題を提起したのは総評の打出したいわゆる賃金綱領案で
ある。

この賃金綱領案は二つの観点から作成されている。第一は生産力が戦前水準を突破し,労働生産性もほぼ
戦前水準に回復したから,賃金も戦前水準に復帰すべきであるということ,第二には現在の低賃金が農村の
尨大な潜在失業者と中小企業の低賃金によつてもたらされているからこれを打破するために最低賃金法
を制定すべきであるということで,戦前水準賃金として手取り二万五千円,最低賃金として八千円という数
字が示されている。

五〇 そして本綱領において注目されるのは従来のCPI,CPS方式を止めてマーケツト・バスケツト方式(生
活物量方式)を採用している点であるが,本綱領案の発表以後総評傘下の私鉄総連,合化労連,紙パ労連が相
ついで春季賃上げ闘争に本綱領に沿つたマ・バ方式を採用し,秋季闘争でも官労,電産,炭労,日通などが同
様方式による賃金要求をかかげて闘争を展開した。

五一 一方これに対し使用者側は総評の賃金綱領案はその算定基礎が科学的でないし,且つ日本経済の現状
に即さないもので明らかに政治的意図の下に作成されているとして,これに真向うから反対の意向を示し
た。

いまその論拠を示すと,戦前水準賃金については,1)選定された業種が機械器具工業に属し,且つ一六才未満
のものと女子を除いていること,2)戦前基準物価指数の算定に当つて,恣意的に高級の品目がとられ,算式も
ラスパイレス方式によつていること等が指摘され,最低賃金八千円については,1)CPS東京の標準生計費よ
り割り出していること,(2)もしこれを実施すれば,中小企業のみならず大企業においても経営が困難にな
り,企業の支払能力を無視していることなどがあげられている。

(注)なお参考のため,戦前水準賃金二万五千円の算定基礎を示せばつぎのとおりである。
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六    労使関係
四   本年労働運動の諸問題
(3)   総評の賃金綱領案をめぐる論争
A   戦前賃金

(イ)機械器具工業男子工員全国平均一日当り賃金 

(ロ)就業日数 二六日 

(ハ)同工員と職員の賃金格差 一対二・〇〇六 

(ニ)同工員と職員の人員比率 八八七対一一三 

(1) 2円23銭×26=57円98銭 

(2) ((57円98銭×2,006×113)+(57円98銭×887))／100=64円46銭 
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六    労使関係
四   本年労働運動の諸問題
(3)   総評の賃金綱領案をめぐる論争
B   戦前基準物価指数

(イ)基準年度 昭和九～一一年

(ロ)費目別ウエイト 内閣統計局家計調査の七〇～八〇内の収入階層

(ハ)物 価 東京小売物価で戦前は商工省調査,戦後は物価庁,日銀調査

(ニ)算 式 ラスパイレス式物価倍率 三八六倍(3) 64円46銭×386=24,811円56銭
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六    労使関係
四   本年労働運動の諸問題
(4)   統一協約闘争

五二 二七年における労働協約に対する態度は「統一労働協約」への志向にその特色を見ることができ
る。この統一協約は,二六年末頃から労組の取上げるところとなつたが,二七年に入ると,全造船,全鉱,炭労,
全電線,全自動車,全繊同盟,全銀連,化学同盟,合成化学,私鉄総連,全倉庫等多数の主要な全国組合が揃つて統
一協約闘争方針乃至統一協約標準案を発表するに至り,この問題は従来にない広汎な動きとなつた。

五三 この動きは,いわめる統一斗争の一環として理解される。すなわち,最近労使関係に対する規定要因と
しての労働協約の重要性に対する認識は漸く普遍化し,二七年六月末には協約締結能力ある単位組合の五
五%,同組合員数の七〇％が協約の適用をうけるに至つているが(第一三三表参照),独自に協約を締結して
いる組合五,三一八のうち圧倒的な部分(九五％)までが企業別組織であり産業別,職業別等の組合が協約を
締結することは甚だ稀であつた(第一三四表参照)。これは企業別組織の多いわが国の組合組織の特色を反
映するものであるが,そのため労働条件が各企業によつてまちまちであるのに応じて労働協約の内容もま
た区々である実情にある。

第28図 労働協約適用組合数の推移
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第133表 年別労働協約締結率及び適用率の推移
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第134表 組織別独自締結労働協約数

このような不統一は企業の枠を破つて労働条件の統一化をめざす産業別統一闘争にとつて様々な制約を
生んだ(例えば,本来組合地位保障の規定である唯一交渉団体の規定=この規定は約六〇%の協約に見出さ
れる=のために,下級組合の団体交渉に際して上級組合役員の参加が阻げられるとか,賃金協定期間の相異
のため統一闘争に参加出来なかつた等)。

五四 従つて,標準案の現段階は,統一的行動を阻害するような規定を排除することに重点が置かれており,
各漂準案に共通した点として,1)上部団体の団体交渉権の確認(及び交渉委任禁止の除去)2)完全ユニオン・
シヨツプ制の採用,3)平和条項,争議制限条項の排除,4)人事権における同意・協議約款等がクローズアップ
されている。

五五 このように現在の統一協約は一応企業連を前提としながら,それらの協約な統一することにより全国
組合の統制力を強化することに重点があるが,この統一協約の問題は元来組合の組織上の問題と内的な関
連をもつものであり,この意味では,二七年秋の争議において電産が統一協約を電産単一の問題として闘つ
たこと,全鉱の秋の協約闘争において,古河鉱業が現行協約を金鉱単一化の時期まで存続させることで妥結
したこと,等は極めて暗示的である。

五六 しかし,統一協約の動きは二七年中は標準案の発表をみた程度で具体的な動きは二八年に持越された
が,この問題について七月以来研究中であつた日経連は一二月に至つて「労働協約締結の基本方針」並に
「基準集」を決定した。これは,1)絶対的平和条項,2)団体交渉の対象範囲の制限,3)経営権の確立等の方向
を指示し,組合の方針と真向から対立しているが,組合の統一闘争を観念的,政治闘争と断じ「労使間におい
て妥協すべき基盤は殆どない」とした強硬な態度は,統一協約闘争の進路に大きな影響を与えるものと考
えられる。
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六    労使関係
四   本年労働運動の諸問題
(5)   駐留軍労組をめぐる問題

五七 本年における特殊な労働問題としては,以上の外,駐留軍労働者を中心とする労組の動きがあげられ
る。本問題は講和の発効直後の四月,英連邦関係労務者一万三千名が,広島,山口の両地減において賃上げ要
求のストを行い,続いて六月に神奈川県追浜の米軍基地労務者四百名が二四時間ストを行つたことから漸
く一般の注目を引くに至つた。

五八 本問題の特質は,雇用形態が国際的性格をもち一般民間労務者と異つているところにあるが,駐留軍労
組の主張するところは,1)日米労務基本契約の改訂,2)駐留軍の直接雇用反対,3)賃金改訂,4)退職手当の支
給,5)英連邦軍関係労務音の間接雇用などにあつた。そして政府は六月一〇日法律第一七四号を制定し,

(一)駐留軍労務音は国家公務員特別職の枠をはずされること,一般民間労働者と同じく労働法を適用
されること。 

(二)雇用主は調達庁長官で給与その他の労働条件は国家公務員給与,民間給与,生計費を考慮して定め
ること。 

(三)占領期間中の退職金は支給されるが現金払いとせず,証書を交付し,退職時に支給すること。

などとし,新情勢下における駐留軍労務問題に対する基本政策を明らかにした。

そして,労務基本契約の改訂については六月以降日本政府代表と米国代表との間に協議が続けられて
いる。 

五九 なお,貸金改訂については労組側の要求一八,八七四円に対し,一二月中旬中労委から,一七,九七六円の
調停案が出されたが,極東軍が労務費は本国予算の枠内で決定されるという意向を示し,その解決は翌年に
延ばされた。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和27年 労働経済の分析




